
様式第十七号の２の１（第十三条の三第二項第一号、第十三条の四第二項関係） 

事業計画の概要を記載した書類 

１．事業の全体計画（変更届出時には変更部分を明確にして記載すること） 

・携帯電話端末、ＰＨＳ端末その他の無線通信機械器具 

 事業者から排出される携帯電話端末等を収集し、保管する。 

・パーソナルコンピュータ 

事業者から排出されるパーソナルコンピュータを収集し、保管する。その後、手作業で分別し、

不要物については破砕機で破砕を行う。 

・廃棄物処理法施行令第 16 条の２第５号～第 10 号 

事業者から排出される廃棄物処理法施行令第 16 条の２第５号～第 10号を引き取り、保管する。

その後、選別機で選別を行う。 

・処理後物については、製品の原料となりうる有価物については販売し、販売できない廃棄物につ

いては、委託処分する。 

２．保管、処分又は再生する有害使用済機器の種類及び処分量等

有害使用済機器

の 種 類 

処理量

(ｔ／月又は

ｍ3／月)

性 状 
予定排出事業場の

名称及び所在地 

処理の区分

処分又は再生に

あってはその方法

予定処分先等の

名称及び所在地

（処分場の名称及び所在地） 

１

携 帯 電 話 端
末、ＰＨＳ端
末その他の無
線通信機械器
具 

0.3t/月 

（保管）

固形 ㈱○○「他３社」 

○○市○○町○－

○ 

保管 ○○㈱（売却） 

○○市○○町○－○ 

２
パーソナルコ
ンピュータ 

0.5t/月 

（保管）

0.5t/月 

（処分）

固形 ㈱○○「他 4社」 

○○市○○町○－

○ 

保管(手解体を含

む。)及び処分又は

再生（破砕） 

○○㈱（売却） 

○○市○○町○－○ 

●●㈱（最終処分） 

○○市○○町○－○ 

３

廃棄物処理法

施行令第16条

の２第５号～

第 10号 

20t/月 

（保管）

20t/月 

（処分）

固形 ㈲○○「他５社」 

○○市○○町○－

○ 

保管(手解体を含

む。)及び処分又は

再生（選別） 

○○㈱（売却） 

○○市○○町○－○ 

●●㈱（破砕） 

○○市○○町○－○ 

４

５

備考 取り扱う有害使用済機器の種類ごとに記載すること。

有害使用済機器の種類については、政令第 16 条の２第１項を参照すること。

（日本工業規格 Ａ列４番）

・有害使用済機器の種類に対して、排出事業場が複数ある場合は、代表的な事業場を記入して、「他

○社」と記入してください。

・（ ）書きで予定運搬先の処分方法等

を記入してください。



様式第一七号の２の２（第十三条の三第二項第三号、第十三条の四第二項関係） 

施設の概要

処理施設の種類 破砕施設 

設置場所 ○○市○○町○－○ 

設置年月日 平成○○年○○月○○日 

処理能力 １０ｔ／日（１．２５ｔ／時） 

処理する有害使用済機器

の種類

廃棄物処理法施行令第 16 条の２第５号～第 20 号 

処理施設の処理方式、

構造及び設備の概要 

投入口より、解体した有害使用済機器を投入し、破砕を行う。 

構造等は別添構造図面参照。

備考 施設の種類ごとに記載すること。（政令第十六条の三第三号で規定する環境大臣が

定める方法により行う場合に使用する施設も含む。）

（日本工業規格 Ａ列４番） 



様式第十七号の２の３（第十三条の三第二項第五号、第十三条の四第二項関係）

処分又は再生後に伴って生じた廃棄物の処理方法又は再生品の利用方法を記載した書類

廃棄物又は再生品

の種類

廃プラスチック類 

発  生   量

（ｔ／月又は ｍ3／月）

５ｔ／月 

廃 棄 物  

の 

処理方法 

自己処理

（処理場所）

（処理方法）

埋立処分 ・ 海洋投入処分 ・ 中間処理（   ）

委託処理 

（処理業者名）

○○㈱ 

（処理方法）

埋立処分 ・ 海洋投入処分 ・ 中間処理（焼却）

（所在地）

○○市○○町○－○ 

備  考 

再生品として利用できなかったものは、廃棄物として焼

却処分する。

再 生 品  

の 

利用方法 

利用方法 

（利用先業者名） 

㈲○○ 

（利用方法）

売却 ・ その他（             ）

（所在地）

○○市○○町○－○

備  考

3,000 円／ｔで売却する。

備考 処分又は再生後の廃棄物又は再生品の種類ごとに記載すること。

 （日本工業規格 Ａ列４番）

・現に有害使用済機器の保管等について

業として行っている場合は、実際の取引

先の情報を記載してください。



様式第十七号の２の３（第十三条の三第二項第五号、第十三条の四第二項関係）

処分又は再生後に伴って生じた廃棄物の処理方法又は再生品の利用方法を記載した書類

廃棄物又は再生品

の種類

鉄くず 

発  生   量

（ｔ／月又は ｍ3／月）

１５ｔ／月 

廃 棄 物  

の 

処理方法 

自己処理

（処理場所）

（処理方法）

埋立処分 ・ 海洋投入処分 ・ 中間処理（   ）

委託処理 

（処理業者名）

（処理方法）

埋立処分 ・ 海洋投入処分 ・ 中間処理（   ）

（所在地）

備  考 

再 生 品  

の 

利用方法 

利用方法 

（利用先業者名） 

㈱○○

（利用方法）

 売却 ・ その他（             ）

（所在地）

○○市○○町○－○

備  考

5,000 円／ｔで売却する。

備考 処分又は再生後の廃棄物又は再生品の種類ごとに記載すること。

 （日本工業規格 Ａ列４番）

・現に有害使用済機器の保管等について

業として行っている場合は、実際の取引

先の情報を記載してください。



有害使用済機器保管等の届出に係る他法令チェック票

確認年月日 確認先 法令名 確 認 結 果 チェック欄※

平成○○年

○○月△△日

○△市役所

建築住宅課

○○○△

○○△○－△○－○△○△

建築基準法

当該事業計画は建築基準法第５１条に基づく特殊建築物の許可は不

要であるとの回答であった。また、当該建物は建築確認の申請書を提出

して建築主事の確認を受けています。

平成○○年

○○月△△日

○△市役所

建築住宅課

○△△○△

○○△○－△○－○△○△

都市計画法
当該事業計画は都市計画法第２９条に基づく開発行為の許可は不要

であるとの回答であった。

平成○○年

○○月△△日

○○建設事務所

維持管理課

○△○○

○○△○－△○－○△○△

砂防法
当該事業計画は砂防法第４条に基づく砂防指定地内行為許可は不要

であるとの回答であった。

平成○○年

○○月△△日
同 上 河川法

当該事業計画は、

河川法第２４条に基づく土地占有許可、第２６条に基づく河川区域内

における工作物の新築等の許可、第２７条に基づく河川区域内の土地の

掘削等の許可、第５５条に基づく河川保全区域内の行為の許可は不要で

あるとの回答であった。

注１）確認先の欄には、担当部署名、担当者の名前、電話番号を記入して下さい。

注２）※には記入しないでください。



環境保全対策

 項目  対策内容

１ 

当該保管に伴う汚水の飛散・流出・地下

浸透及び悪臭の発散を防ぐために必要な

措置（※油外使用済機器の品目に応じ記

載） 

・汚水が流出しない容器（○○製）で保
管し、容器の積み上げは行わない。 

・保管場所の床面にコンクリートを敷設
し、周辺に排水溝を設置する。 

・油水分離装置を設置する。 

２ 

保管の場所において騒音又は振動が発生

する場合における、当該騒音又は振動に

よって生活環境の保全上支障が生じない

ために必要な措置 

・搬入／搬出には、極力低騒音型の車両
を用いる。 

・夜間営業を行わない。 
・処分行為は建屋内でのみ行う。 

３ 

有害使用済機器がその他の物と混合する

おそれのないように他の物と区分して保

管する方法 

・有害使用済機器とその他の物の保管場
所に仕切りを設ける。 

・有害使用済機器とその他の物を別々の
容器に保管する。 

４ 

有害使用済機器に電池、潤滑油その他の

火災の発生又は延焼のおそれがあるもの

が含まれる場合における、これらを適正

に回収し、処理する方法 

・有害使用済機器に含まれる電池、バッ
テリー等について、搬入時に手解体等
でこれらを回収し、分別保管する。 

５ 

保管の場所に、ねずみが生息せず、及び

蚊、はえその他の害虫が発生しないため

に必要な措置 

・毎日の清掃を行う。 
・雨水が溜まらないよう保管場所に傾斜
をつける。 

・腐敗性のものが付着した機器を受け入
れない。 

参考様式

実際の対策内容を記入してください。


